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　地球環境保全の観点から，二酸化炭素を排出することなく高効率な電気エネルギー変換システムが求められている。固
体高分子形燃料電池（Polymer Electrolyte Fuel Cell: PEFC）は水素ガスと大気中の酸素ガスを化学反応させて水を生成
し，その化学反応で生じるエネルギーを直接電気エネルギーとして高効率に取り出すクリーンエネルギー変換デバイスとし
て着目されている。PEFC は常温から約80℃の温度領域で発電可能な燃料電池であり，日本では2009年より出力1 kW
級の家庭用コジェネレーションシステム（ENE・FARM）が商品化され，2014年から PEFC を搭載した燃料電池自動車（Fuel 
Cell Electric Vehicle: FCEV）の市販が開始された。PEFC では水素と酸素から水を生成する化学反応を促進させるため，
アノードとカソードに白金（Pt）触媒が使用されている。Pt 触媒上のカソード反応である酸素還元反応（Oxygen Reduction 
Reaction: ORR）はアノードでの水素酸化反応に比べて過電圧（反応抵抗）が大きいため，カソードではより多くの Pt 触媒
が使用されている（アノードで0.05-0.1 mg/cm2，カソードで0.3-0.5 mg/cm2）1）。しかし，Pt は希少で高価な貴金属であ
るため（￥4,500 /g, 2022年2月），FCEV を本格普及させるには PEFC のカソードで使用される Pt 使用量を削減し，低コ
スト化を図る必要がある。
　Pt 触媒の使用量を削減するにはその ORR 活性と Pt 利用率を高める必要があり，これまで Pt に Co や Ni 等の3d 遷
移金属を添加した Pt 合金触媒2-5），非 Pt 金属コア粒子表面に Ptシェルを設けた Ptコアシェル触媒6-9），特定の Pt 結晶面
を露出させた Pt 形状制御触媒10-12）に関して精力的な検討が行われてきた。これらの Pt 系触媒では，触媒粒子の最表面
に存在する Pt 原子の電子状態を下層に存在する非 Pt 金属原子との相互作用，具体的には歪効果と電子的効果によって
ORR 活性を高めている。その高活性化機構の詳細については参考文献を参照して頂きたい13-15）。
　PEFC のカソード環境は極めて厳しく，作動温度80℃，pH が約1の強酸性下，電位が0.6-1.0 V vs . Reversible 
Hydrogen Electrode （RHE）の範囲で変化するため，通常環境で安定な Pt が酸化還元される。2014年から市販された
FCEV では PEFC のカソード触媒に PtCo 合金触媒が使用されており，Co の酸化溶出を抑制してその ORR 活性を維持する
ため，システムによってカソードに高電位が印加されないよう制御されている16）。したがって，Pt 系触媒の耐久性向上は極
めて重要な課題であり，これまで Pt 系触媒表面に SiO2 保護膜17-19）や炭素保護膜20-22）を設ける方法，触媒を担持する炭素
担体表面にアミノ基等の官能基を導入して Pt 系触媒粒子を固定化する方法23-25）が検討されてきた。また，PEFCカソードで
は1.0 V vs . RHE 以上の高電位が発生する場合があり，Pt 触媒の担体である炭素材料の酸化腐食が加速するため，Nb や
As を添加した SnO2 や 26-28）マグネリ相 Ti4O7

29-31）等の電子伝導性を示す安定な金属酸化物担体の検討も行われている。
　本稿では PEFCカソードに使用される Pt 系触媒の高活性化と高耐久性化を中心に解説し，高い電池特性を目指した実
用触媒への取り組みについて述べる。

はじめに1.
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燃料電池自動車用高活性・高耐久性Pt系触媒の開発
Development of Highly Active and Durable Pt-Based Catalysts for Fuel Cell Electric Vehicles 

　Pt は希少な貴金属であるため，燃料電池の世界では単位 Pt 重量当たりの ORR 活性（ORR 質量活性 : A/g-Pt at 0.9 V 
vs . RHE）が重要な指標である。Pt 触媒の ORR 質量活性はその比表面積（m2/g-Pt）と単位面積当たりの ORR 活性（ORR
面積比活性 : A/m2 at 0.9 V vs . RHE）の積であるため，Pt 触媒の ORR 質量活性を高めると同時にその利用率を向上させ
る最も有用な手段は Pt 触媒の微粒子化である。図1に，球体近似した Pt 触媒の直径とその表面積および Pt 利用率（触
媒反応は表面で起こるため，表面の Pt 原子数を全 Pt 原子数で除した値）の関係を示す。Pt 触媒の直径が減少すると（微
粒子化すると）表面積と利用率が増加し，直径1 nm の Pt 触媒では比表面積が280 m2/g，利用率は0.91に達する。

Pt触媒の微粒子化による高活性化2.
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　しかし，単純に Pt 触媒の微粒子化によりORR 質量活性を高めることはできない。図2に，Ptナノ粒子の安定形態と考
えられている立方八面体の直径とその（111）面と（100）面ファセットおよび稜とコーナーを形成する表面 Pt 原子割合を示
す32）。立方八面体の直径が減少するにしたがい，（111）面と（100）面の Pt 原子割合が減少して稜とコーナーの原子割合
が増加し，粒径が2 nm 以下になると稜とコーナーの Pt 原子割合が急増する。稜とコーナーの Pt 原子は（111）面や（100）
面ファセットに比べて配位数が低く不安定であるため，ORR 過程で生じる酸素種と強く結合して安定化し，ORR に寄与し
なくなる。Pt 触媒の ORR 質量活性は前述したようにその表面積と ORR 面積比活性の積である。Pt 触媒の微粒子化が進
行すると表面積は増加するが，その直径が2 nm 以下になると触媒粒子表面で低配位数の稜とコーナーの Pt 原子割合が
急増して ORR 面積比活性が大きく減少する。

　図3に，直径が異なる Pt 触媒を合成して ORR 面積比活性と質量活性を調べた例を示す33）。Pt 触媒の直径が2 nm 以下
になると上述した理由によりORR 面積比活性が大きく低下していることがわかる。Pt 触媒の ORR 質量活性は直径が2-3 nm
で最大値を示しており，他の研究においても Pt 触媒が最大の ORR 質量活性を示す直径は3 nm 前後である34, 35）。Pt 触
媒の耐久性の観点からも，直径が2 nm 以下の Pt 触媒粒子は PEFCカソードで生じる電位変動（0.6-1.0 V vs . RHE）により
溶解再析出（オストワルド成長）を起こしやすく，触媒粒径が増加して ORR 質量活性が低下する。したがって，Pt 系触媒の
ORR 質量活性と耐久性を考慮すると 触媒直径は3-4 nm が適していると考えられる。

図1　Pt触媒の直径とPt表面積およびPt利用率 

図2　Pt直径と（111）, （100）およびステップの表面割合 
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図3　Pt直径とORR面積比活性およびORR質量活性 

Pt合金触媒とPtコアシェル触媒のORR活性と耐久性3.
　Pt 触媒の ORR 活性を高める手段として，Pt に3d 遷移金属を添加した Pt 合金触媒と非 Pt 金属コア粒子表面に Ptシェ
ルを設けた Ptコアシェル触媒が検討されている2-9）。これまで Pt 合金触媒とPtコアシェル触媒は異なる触媒として分類されて
きたが，PEFCカソード環境で両触媒は Ptコアシェル触媒として存在している。例えば PtCo や PtNi 合金触媒では，触媒粒
子表面近傍に存在する CoとNi は PEFC の酸性環境で自発的に酸化溶出するため，触媒構造は PtCo（PtNi）合金コアPtシェ
ル構造に変化する。Pt 合金触媒の高い ORR 活性は，単結晶モデル電極を使用した基礎研究で明らかにされており3, 4），Pt
シェルの下層に存在する3d 遷移金属（Co, Ni）が重要な役割を果たしている13-15）。Ptコアシェル触媒でも同様に，Ptシェル
の下層に存在する非 Pt 金属コアが ORR 活性を高める役割を担っている。種々の非 Ptコア金属を用いた先行研究から，Pd
を金属コアに選択した場合，Ptコアシェル触媒の ORR 活性が高まることが報告されている6-9）。
　図4に，炭素担体に Ketjen Black EC-600JD（KB-600JD）を用いて合成した PtCo/KB-600JD 合金触媒と Pt/Pd/KB-
600JDコアシェル触媒の耐久性を加速耐久性試験（Accelerated Durability Test: ADT, 矩形波0.6 V （3秒） - 1.0 V （3秒）
vs . RHE, Ar 飽和した0.1 M HClO4中 , 80℃で10,000サイクル）で調べた結果を示す。PtCo/KB-600JD 合金触媒の初期
ORR 質量活性は約1,500 A/g-Ptと高いが，3,000サイクルまでの ADT によりORR 質量活性が急激に低下し，10,000サ
イクル後には340 A/g-Pt まで低下した。この ORR 質量活性は標準 Pt 触媒（Pt/C, TEC10E50, 田中貴金属製 , ORR 質
量活性320 A/g-Pt）と同等な値である。一方，Pt/Pd/KB-600JDコアシェル触媒では ADT による ORR 質量活性の低下が
PtCo 合金触媒に比べて小さく，10,000サイクルの ADT 後においてもORR 質量活性は740 A/g-Pt であり，標準 Pt/C 触
媒の2倍以上の ORR 質量活性を維持している。
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図4　ADTによるPtCo/KB-600JDとPt/Pd/KB-600JD触媒の電気化学特性変化

　両触媒で観察された ADT 耐久性の差異は，表1に示した CoとPd の酸化還元電位および Ptとの混合熱36）で解釈するこ
とができる。Co の酸化還元電位はマイナスであり，酸性環境で Co は自発的に酸化溶解する。一方，Pd の酸化還元電位は
高いプラスの値であり，酸性環境で自発的に酸化溶出することはない。さらに，Co の Pt への混合熱（組成 Pt50Co50, 原子 %）
はマイナスであり，熱力学的に Co は Ptと混合しやすい金属である。一方，Pd の Ptとの混合熱（組成 Pt50Pd50, 原子 %）は
プラスであり，Pd は Co に比べて Ptと混合し難い金属である。ADT の電位窓である0.6-1.0 V vs . RHE では，図5に示し
た Pt/C 触媒のサイクリックボルタモグラム（CV）から明らかなように Pt 触媒表面が酸化還元される。ADT によって触媒表面
近傍で Pt 原子が酸化還元されることで下層に存在する Co あるいは Pd にエネルギーが与えられる。表1に示した Ptとの混
合熱から Co は Ptシェルに移動しやすく，触媒表面近傍に達すると Co のマイナスの酸化還元電位によって自発的に酸化溶
出する。一方，Pd は Ptとの混合熱がプラスで Ptシェルに移動し難いことに加え，Pd の酸化還元電位が高いプラスであるた
め酸化溶出が抑制される。ADT 前後の触媒について TEM-EDX で組成変化を調べた結果，PtCo 合金触媒では81% の Co
が酸化溶出したのに対し，Pd@Ptコアシェル触媒からの Pd 酸化溶出は60% であった。図4に示したように PtCo 合金触媒
の ORR 面積比活性が初期 ADTサイクルで大きく減少しており，この急激な減少は PtCo 合金触媒の高い ORR 活性を担っ
ている Co が酸化溶出したためである16）。

表1　CoとPtの酸化還元電位およびPtとの混合熱

Element Redox potential
(V vs. SHE)

Heat of mixing
Pt50M50 (kJ/mol)

Co

Pd

-0.28

+0.92

-11

+3
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Pt系触媒の耐久性向上4.
　実用触媒として Pt 系触媒の耐久性は極めて重要である。前述した加速耐久性試験 ADT の電位窓である0.6-1.0 vs . RHE
は FCEV が加速減速する際の PEFCカソードの電位変化に対応しており，図5に示したように Pt が酸化還元される。この酸
化還元に伴い，粒径の小さい Pt 触媒粒子が選択的に Pt2+イオンとして酸化溶出し，粒径が大きい Pt 粒子表面に還元析出
することで触媒粒径が増加して表面積が減少し（オストワルド成長），ORR 質量活性が低下する。また，PEFCカソードの電位
変化に伴って触媒粒子が移動凝集して粒径が増大し，ORR 質量活性が減少する。これまで Pt 系触媒の耐久性を高めるため，
Au，Rh および Ir 等の貴金属を微量添加する方法37-39），SiO2やカーボン保護膜を設ける方法17-22）および Pt 系触媒を担持
する炭素担体表面にアミノ基（-NH2）等の官能基を導入して Pt 系触媒を固定化する方法23-25）が検討されてきた。

　Au，Rh および Ir 等の貴金属を微量添加する方法では37-39），添加した貴金属は Pt 系触媒表面の稜やコーナーといった
低配位数 Pt 原子近傍に存在すると考えられる。Pt は配位数の減少によって酸化還元電位が低下し，酸化溶出しやすくなる
ことが理論計算によって示されている40, 41）。したがって，これらの添加貴金属は稜やコーナーに存在する低配位数 Pt 原子に
選択的に配位して Pt の酸化還元電位を高め，耐久性が向上すると考えられる。筆者の研究室で上述した貴金属を Pt/Pd/
KB-600JDコアシェル触媒に5-10原子 % 添加して加速耐久性試験 ADT を行ったが，80℃の ADT 耐久性試験では顕著な
効果は見られなかった。論文上で行われている加速耐久性試験は常温で行われている場合が多い。現行の PEFC の作動温
度が80℃であることを考慮すると，開発触媒の耐久性を調べる際の試験温度には注意が必要である。
　 図6に，SiO2 保 護 膜を Pt/Pd/KB-300Jコアシェル 触 媒に設けて ADT 耐 久 性 試 験を行 い，電 気 化 学的 表 面 積

（Electrochemical Surface Area: ECSA）の変化を調べた結果を示す19）。SiO2 保護膜の形成により，ADT に伴うECSA 減
少が抑制されていることがわかる。図7に，ADT 前後における触媒の TEM 像を示す。SiO2 保護膜を設けていない触媒で
は ADT の電位変動（0.6-1.0 V vs . RHE）によってオストワルド成長が進行し，微細触媒粒子が消失して粒子密度が低下した。
同時に触媒粒子の移動凝集が生じて触媒粒径が大きく増加した。一方，SiO2 保護膜を設けた触媒では，ADT によるオスト
ワルド成長と移動凝集が抑制されて触媒粒径の増加が抑えられており，図6に示した ECSA の変化と対応した。図8に，ADT
前後の ORR 質量活性を示す。SiO2 保護膜を設けていない触媒では ADT によりORR 質量活性が562 A/g-Pt まで低下し
たが，SiO2 保護膜形成によりADT 後の ORR 質量活性は960 A/g-Pt であり，標準 Pt/C 触媒（TEC10E50, ORR 質量活性
320 A/g-Pt, 田中貴金属製）の3倍の高い ORR 質量活性を維持した。炭素保護膜ではないがドーパミンを重合させたポリ
ドーパミン保護膜を設けた触媒においても，SiO2 保護膜と同等の効果が得られることを確認している42）。

図5　Pt/C触媒のサイクリックボルタモグラム

Hの酸化

H+の還元

Ptの酸化

Ptの還元

ADT電位窓
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図6　ADTによるPt/Pd/C触媒のECSA変化 

図8　ADTによるPt/Pd/C触媒のORR質量活性変化

　Pt 系触媒の耐久性に関し，その粒径による差異は極めて大きい。粒径が異なる Pt/C 触媒について ADT 加速耐久性試
験を行った際の ECSA 変化を図9に， ADT 加速耐久性試験前後の Pt/C 触媒の TEM 像を図10に示す。粒径2.5 nm の Pt/
C 触媒は ADT によりECSA が大きく減少し，10,000サイクル後に ECSA は66% 減少した。一方，粒径5.1 nm の Pt/C 触
媒では ECSA は ADT により徐々に低下し，10,000サイクルの ADT による ECSA の減少率は25% であり，初期粒径が2.5 
nm の Pt/C 触媒に比べて耐久性が大きく向上した。TEM 観察から粒径2.5 nm の Pt/C 触媒では ADT により粒径が8.5 
nm に増加し，粒径5.1 nm の Pt/C 触媒では7.0 nm の増加に抑えられており，図9に示した ECSA の変化と対応している。

図7　ADT前後のPt/Pd/C触媒のTEM像

(a) 初期 Pt/Pd/C (b) Pt/Pd/C, ADT後 (c) SiO2-Pt/Pd/C, ADT後

10 nm 10 nm 10 nm
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図9　ADTによるPt/C触媒のECSA変化

図10 　ADT前後のPt/C触媒のTEM像

2.5 nm Pt/C 
TEC10E50E

5.1 nm Pt/C 
TEC10E50E-HT

-25%

-66%

(a) 2.5 nm Pt/C

(b) 5.1 nm Pt/C

Initial After ADT

10 nm 10 nm

Initial After ADT

10 nm 10 nm
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担体材料の耐久性向上5.

高い電池特性を目指した実用触媒への取り組み6.

　炭素は式（1）で示すように，熱力学的には約0.2 V vs . RHE の低電位で酸化して CO2化する。速度論的には炭素の酸化
反応は1.0 V vs . RHE 以上の電位で加速するため，PEFC のカソード環境では Pt の触媒作用も加わって炭素担体材料が酸
化腐食する。炭素担体が酸化して CO2化すると担持されていた Pt 触媒が宙に浮いた状態になり，炭素担体から ORR に必
要な電子供給が絶たれて ORR に寄与することができなくなる。このため，高電位で安定かつ電子伝導性を有するマグネリ相
Ti4O7とSnO2 金属酸化物が炭素担体の弱点を克服する担体材料として検討されている26-31）。

C + 2H2O = CO2 + 4H+ + 4e-  E0: 0.207 V vs . RHE    （1）

　この解説では金属酸化物担体材料の詳細を論じないが，以下の点を考慮して検討を進めるべきと考える。マグネリ相
Ti4O7は酸素欠損により電子伝導性が発現しており，SnO2ではドープした Nb 等の効果によって電子伝導性が向上している。
この電子伝導性が PEFC のカソード環境で長期間にわたって変化しないことが必要である。FCEV ではカソード電極層の厚さ
を薄くして物質拡散抵抗を低減し，高電流密度領域での電池電圧低下を抑える必要がある。このためには，比表面積が大き
い担体材料（≧ 1,000 m2/g）を使用して Pt 系触媒を高担持率（≧ 50 wt.%）で担持させる必要がある。ナノ材料とバルク材
料ではその性質が異なるため，金属酸化物担体材料を数十から数百 nm まで微細化して比表面積を高めた場合，その表面
は安定な酸化物に変化して電子伝導性が低下し，電気抵抗が増加すると考えられる。したがって，PEFC のカソード触媒層
ではこの電気抵抗が積算されて抵抗過電圧が増加し，高電流密度領域で電池電圧が低下することが懸念される。この点を
考慮した金属酸化物担体の材料開発が必要と考えられる。

　2020年12月に発売された FCEV ではカソードに PtCo 合金触媒が用いられており43），その担体としてメソポーラスカー
ボン（Mesoporous carbon: MPC）の一種であるエスカーボン®が採用された44）。MPC 担体の利点は高い酸素拡散性を維
持しながらメソ孔内に約80% の PtCo 合金触媒粒子を担持させることにより，イオノマーが触媒表面に直接吸着することを
防いで ORR 活性の低下を抑えられることである。Pt 触媒表面にイオノマーに存在するスルホン酸基（-SO3-) が吸着すること
で ORR 活性が低下することがわかっており45-47），MPC は Pt 系触媒の新しい担体材料として着目されている48）。図11に，
PEFC の電池特性に与える炭素担体の多孔性の影響を概念的に示す。Vulcan は非多孔質の炭素担体であり，Pt 触媒粒子
は担体の外表面に存在している。このため，水色で示したイオノマーが直接 Pt 触媒表面に吸着して ORR 活性が低下しや
すい。酸素拡散性は Pt 触媒粒子が外表面にのみ存在しているため，抵抗成分がなく高い。KB（Ketjen Black）は多孔性の
炭素担体であり，一部の Pt 触媒粒子が細孔内部に存在する。このため Vulcan に比べてイオノマー吸着による被毒が軽減
される。しかし，細孔内に Pt 触媒粒子が存在するため，酸素拡散性は Vulcan に比べて低下する。図12に，VulcanとKB
に担持したPt系触媒の同一視野をSEMとTEMで観察した例を示す49）。非多孔質炭素担体であるVulcanに担持した場合，
Pt 系触媒の数は SEM 像と TEM 像で大差なく，Pt 系触媒粒子のほとんどが炭素担体表面に担持されていることがわかる。
Vulcan に対して多孔質炭素担体である KB に担持した場合，SEM 像に比べて TEM 像で触媒粒子数が多く観察されており，
一部の触媒粒子が担体に存在する細孔内に存在していることがわかる。Vulcanと KBと比較し，MPC には連通性が高いメ
ソ孔が存在しており，メソ孔内に担持された Pt 触媒粒子への酸素拡散は大きく低下しない。さらに，多くの Pt 触媒粒子が
メソ孔内に存在するため（≧ 80%），イオノマー吸着による被毒が軽減されて ORR 活性の低下も抑制される。 

　粒径2.5 nmと5.1 nm の Pt/C 触媒の初期 ORR 質量活性はそれぞれ320 A/g-Ptと200 A/g-Pt であり，ADT 後の
ORR 質量活性は同等であった（約150 A/g-Pt）。Pt 系触媒を微粒子化するとECSA が増加して初期 ORR 質量活性は高まる
が，粒子径効果によって耐久性が低下する。一方，粒径が大きい Pt 系触媒では初期活性は低いが，上述したように耐久性
は高い。高活性で高耐久性を有する Pt 系触媒の開発では，常にこのジレンマによって悩まされる。
　Pt 系触媒の担体である炭素材料表面にアミノ基（-NH2）等の官能基を導入し，触媒粒子を固定化して耐久性を高める検
討では，アミノ基に存在する孤立電子対が Pt 表面と配位結合することで電位変動による触媒粒子の移動凝集を抑制してい
ると考えられる。Xinらは，炭素担体を硝酸酸性水溶液中で p-phenylenediamineと反応させて炭素担体表面にアミノ基を
導入した。アミノ基を導入した炭素担体上で Pt 触媒粒子は高分散に担持されており，高い電位変動耐久性を示すことを示
した23）。衣本らは，2,2’-azobis (2-amidinopropane) dihydrochloride を水溶液中でラジカル反応させて炭素担体表面に
アミジン基を導入した。アミジン基で修飾した炭素担体上に設けた Pt 触媒粒子は高分散に担持され，高い電位変動耐久性
を示すことを報告している25）。
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図11　電池特性に与える炭素担体の多孔性の影響

図12　VulcanとKBに担持したPt系触媒の同一視野SEM像とTEM像
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おわりに7.
　新しい Pt 系触媒を開発する際，その電気化学特性と電位変動耐久性は，まずハーフセルを用いて評価される。ハーフセ
ルは glassy carbon 電極に Pt 系触媒を塗布した作用極，Pt 線対極および可逆水素標準電極（RHE）から構成され，電解
液には0.1 M の過塩素酸（HClO4）水溶液が使用される。このため，ハーフセル測定系内には ORR に必要な H+ が十分存在
し，酸素（O2）は HClO4水溶液に飽和溶解して存在している。一方，PEFC ではアノードで生成した H+ は，パーフルオロス
ルホン酸ポリマーである固体高分子電解質膜とイオノマーによってカソードの Pt 触媒表面に運ばれる。また，O2は大気から
ガス拡散層とマイクロポーラスレーヤーを通し，カソード触媒層内にガス拡散によって供給される。したがって，ハーフセルと
PEFC では物質の輸送現象が大きく異なっていることを十分認識しておく必要がある。ハーフセルでスクリーニングした Pt 系
触媒の実用触媒としてのポテンシャルを見極めるには，電池特性評価によるフィードバックが必須である。

　これらの理由によりMPC 担体への期待が高まっているが，PEFCカソードでは物質拡散抵抗を軽減するため，前述したよう
に高担持率触媒を合成して触媒層を薄膜化する必要がある。したがって，MPC には大きな比表面積，特に，大きな内表面
積を有していることが求められる。さらに2030年以降，FCEV の効率を向上させるため作動温度が現行の80℃から100℃
以上に高められる予定である。作動温度が100℃以上の PEFCカソードは低湿度環境に変化するため，イオノマーによるプ
ロトン（H+）伝導性を確保することが困難になる。イオノマーが H+ を伝導するには水が必要であり，低湿度環境では MPC の
メソ孔内に担持された Pt 系触媒粒子への H+ 伝導は一層困難になる。ORR 活性を高めるには Pt 系触媒粒子を細孔内に存
在させてイオノマーの直接吸着を抑える必要があるが，イオノマーからの距離が遠くなると低湿度環境では H+ 伝導がより困
難になり，ORR に寄与できない触媒粒子が増加する。MPC は今後の Pt 系触媒開発で魅力的な担体材料であるが，メソ孔
表面から所定の距離に触媒粒子を偏在させる技術はなく，その多孔性の特長を最大限に活かした Pt 系触媒の合成方法は
確立していない。 今後，MPC に担持した Pt 系触媒を慎重に分析し，その電池特性評価を行いながら MPC の特長を最大
限活かした触媒合成法を開発していき，高い電池特性を示す実用触媒に繋げていきたい。
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